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「岩手成長戦略」の策定方針について

１ 趣旨等

(1) 策定の趣旨

日本成長戦略（令和８年７月21日閣議決定）に連動し、本県の強みを生かした経済成長を長期的に推
進するための独自の戦略を示し、東京圏を上回る持続的な経済成長の実現を図り、人口減少傾向のもと

でも、県民が豊かに暮らせる社会の形成を目指すもの。

(2) 特徴

・日本成長戦略の17の戦略分野について、北上川バレーを中心とした高度なものづくり産業の集積や、
県が有する多様な地域資源から岩手県への適応を検証し、重要分野を再構築。

・再構築にあたっては、日本成長戦略を基底に、地域特性や産業構造など岩手の強みに加え、人間の営

みを重視し、特に「収入（賃金等）、サステナビリティ（環境・地域社会）、学びと成長（学べる産業）、ウェル

ビーイング（働きがい・やりがい） 、生活基盤の安全保障(食料・エネルギーの生産)」の５つの基本的視点から、 

17プラスアルファの分野を独自の成長分野として設定。

(3) 期間

2027年度(令和９年度)～2036年度（令和18年度）〔10年間〕
※歩調を合わせる地域産業成長プラン（５年計画）の目標年次が10年以内とされており、本戦略の期

間を10年間とする。

(4) 戦略の位置付け

・岩手独自の成長分野を設定し、経済成長を進めるための10年先を見据えた長期的な基本方針。

・県民計画第３期ＡＰ及び次期総合戦略（地域未来戦略）において、本戦略で示す成長分野を伸ばすた

めの施策を具体化する。
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２ 日本成長戦略（R8.7.21閣議決定）の概要について
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・国内投資の促進を図り、世界共通の課題解決に資する製品・サービス等を開発し、国内外に提供すること

で、日本の経済成長につなげる戦略として策定。

※日本成長戦略概要資料(R8.7.21閣議決定)から抜粋
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２ 日本成長戦略（R8.7.21閣議決定）の概要について

・「17の戦略分野」の中でも、国内の経済安全保障等の様々な観点から、官民投資を優先的に支援するこ

とが必要なものを62の「主要な製品・技術等」として特定し、「官民投資ロードマップ」を策定。
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内容・方向性

第１章 策定趣旨

 

３ 計画期間

骨子案

１ 日本成長戦略との連動と仕事
を通じた学びと成長

・日本成長戦略と連動しつつ、県民の営みの歴史を鑑み

た独自の重要分野を設定。

・人重視の経済の視点を付加。

２ 戦略の目指す姿
・成長戦略の実行により、岩手の産業・経済を成長させ、

県民が豊かに暮らせる社会を形成。

４ 目標
・地域未来戦略（令和８年７月21日閣議決定）が、東京

圏を上回る経済の伸びを掲げており、本戦略についても、

東京圏を上回る経済成長を目指す目標としたい。

３ 成長戦略の骨子案について

・人重視の視点として、５つの基本的視点（①収入、
②サステナビリティ、③学びと成長、④ウェルビーイ
ング、⑤生活基盤の安全保障）を盛り込み、経済と人
の成長を目指す。
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３ 成長戦略の骨子案について

第２章 成長分野について

骨子案

・県内総生産や就業者数について、産業別の推移等を用

いながら勝ち筋と見なせる分野の分析を行う。

内容・方向性

１ 岩手の現状

・５つの基本的視点と客観的データの裏付けのもと、国

の17分野に係る本県への適応の検証を行い、本県独自の

成長分野を検討。

【客観的データの例】

ⅰ.県内総生産に占める割合

 ⅱ.県内就業者数に占める割合

ⅲ.今後の成長性 ⅳ.生活基盤としての重要性 など

17分野に加え、労働主体としての「人」に着目し、

農林水産業や医療など、岩手県独自の分野を設定

２ 成長分野の基本的な考え方

３ 成長分野の選定

・第３期ＡＰ（素案）や次期総合戦略（素案）と合わせ、幅広く意見を伺い、様々な主体と共有する。
・経済界からも意見を伺う。

４ 意見聴取について

・分野ごとに、①現状及び重要性、②成長の道筋を記載。第３章 成長分野ごとの成長戦略
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【日本成長戦略の17の戦略分野を生かした岩手成長戦略の分野】
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６ 策定のスケジュール
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※ いわて県民計画（2019～2028）第３期アクションプラン及びいわて地域未来戦略

（仮称）と同様のスケジュールで策定を進める。

総合計画審議会 県議会 意見聴取

９月14日
（策定方針）

９月議会
（策定方針）

11月中旬
（素案）

12月議会
（素案）

11月～12月
（パブコメ、地域説明会、各種団体等）

２月中旬
（最終案）

２月議会
（最終案）
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